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１．事業概要

（１）

① 給　水

千 ／ha

② 施　設　

57.40%

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　　　剣淵町

　　　簡易水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 1606 ／日

剣淵町の水道事業は、建設課の上下水道グループが担っており、グループ長(建設課長兼務)　1人，係長1人，係員1人が水道事業を運営している。

これまでの主な経営健全化の取組

施設の統廃合：剣淵町は簡易水道事業として、桜岡浄水場系統と、西岡浄水場系統から各々給水されており、北西地区の水道施設の統合、及び水源に困窮する複数
の専用水道の一部を取り込み、安全な水道とともに、水道の安定供給を図っている。

　　起債償還が平成29年度にピークとなり、平成27年度からの施設改修、老朽管更新事業を考慮すると、より一層の経営改善が必要である。また、料金回収率について
も決して高い水準でない事をふまえ、新規事業の負担も増加する事から、平成28年4月に料金改定を実施した。

28 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

水 源

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別添１－２

剣淵町　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

料金体系の概要：　水道料金は、家庭用、営業用、団体用、学校用、浴場用、福祉施設用、酪農施設用、臨時用、共用栓に区分し、
それぞれに定める基本水量に応じた基本料金と超過料金を徴収している。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

90千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 35 年 5 月 30 日 計 画 給 水 人 口 2,570人

現 在 給 水 人 口 2,517人法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



２．将来の事業環境

（１）

　

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

　　給水量の予測は、下記の式にもとづいた結果、平成38年度の予測値は、以下のとおりである。
給水量予測の手順としては、用途別に生活用水量（原単位）、用途別水量の実績値をもとにトレンド式を作成して予測する。式の作成が出来ない場合は、実績値をもとに
将来値を
設定する。そして用途別水量を合計し、、有効率、有収率、負荷率を設定し、一日平均給水量、一日最大給水量を算出する。

料金収入の見通し

　　平成27年度の供給単価で一定と想定する場合、給水人口はほぼ一定、有収水量は微減である事から、料金収入も同様に推移する見通しである。
　

　供給単価（平成27年度決算）　料金収入　54.175.080円　÷　有収水量　241.519m3 ＝　224.31円/ｍ3
　
　
　料金収　（平成38年度予測）　　有収水量234.247m3　×　供給単価　224.31円/m3　　=　　52.544千円

　剣淵町の水道事業は、建設課の上下水道係で、上水道担当が係長1人、係員1人の計2名で管理している。
今後は、事業の一部委託化を含め、少数の人数で余裕を持った管理運営を目指すものとする。

水需要の予測

施設の見通し

　　給水人口の予測は下記の式にもとづいた結果、平成38年度の予測値は、以下のとおりである。
給水人口の予測については、過去10ヶ年の実績データをもとに　a. 年平均造言数式　b.年平均増減率式　c.修正指数曲線式　d.べき曲線式　e.ロジステック式の5式で
行った。

　
 S  →　過去の実績より推計　→　新給水区域内人口の決定　→　普及率の設定　→　給水人口の算出　→　E

組織の見通し

　平成27年度より老朽施設の更新を行い、平成31年度に完了予定である。
計画給水量1606.0ｍ3/日に対し、ほぼ1300.0m3/日需要が見込まれているが、水道施設は余裕をもって対応出来るものである。

　剣淵町水道事業は、安心、安全を主旨とした水道運営を目指し、今後とも健全な水道づくりを行い、地域住民の福祉と健康に寄与するものとする。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標 老朽施設の更新、管路等の再整備を行い、管理体制を整備する。

目 標 平成28年度に料金を改定し、今後は繰り入れ、料金値上げを回避、または最小限とする。

②　収支計画のうち財源についての説明

　料金については、平成28年度に値上げしている。起債については平成28年度をピークに減少しつつあることから、今後は、繰り入れも徐々に減少し、健全な経営が行
われるよう
努力する。経費（委託料、動力費、修繕費、人件費等）についても同様とする。具体的には別紙のとおりとした。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　　投資以外の経費については、（委託料、修繕費、動力費、人件費）の積算については、実績をふまえ、今後の物価上昇を考慮し、設定する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

繰 入 金

水質悪化の取水を停止し、現簡易水道の施設の中で施設を供用する。

2系統の浄水施設の一元管理体制を図る。

そ の 他 の 取 組 特になし

平成27年度の料金をもとに、今後一定として検討した。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

水質検査などの委託料は、現況で一定と想定している。」

修繕費は、現況で一定と想定している。

動力費は、現況で一定と想定している。

職員給与費は、現況で一定と想定している。

特になし

そ の 他 の 取 組 特になし

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

本経営戦略に関しては、計画策定後の確認、評価と改善を行っていく所存である。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

老朽施設の更新を実施している。

広 域 化 現段階では、これ以上の広域化は考えていない、中長期的な課題となる。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特になし

起債の50％は、過疎債とするよう想定した。

更新事業実施中は多額の繰り入れが必要となるが、その後は減少する見込みである。

現在老朽施設の更新を実施しており、更新後は一部管理委託も検討する。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）


